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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第70期中、第71期中及び第70期は、潜在株

式が存在しないため、また、第69期中及び第69期は、1株当たり中間（当期）純損失であり、潜在株式も存

在しないため、記載しておりません。 

３．第69期中及び第69期の中間（当期）純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等

によるものであります。 

４．純資産額の算定にあたり、第71期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 46,976 46,050 44,901 98,526 96,795 

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
209 214 △9 431 427 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円） 
△429 167 75 △408 290 

純資産額（百万円） 12,165 14,232 15,137 12,634 15,132 

総資産額（百万円） 22,440 25,620 27,414 23,019 27,177 

１株当たり純資産額（円） 1,719.42 2,046.52 2,150.83 1,815.74 2,178.08 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）（円） 

△61.79 24.06 10.87 △62.14 40.90 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 54.2 55.6 53.7 54.9 55.7 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△295 △306 88 519 △211 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△677 23 202 △1,098 △133 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
9 △80 △147 11 △234 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
2,787 2,819 2,746 3,183 2,602 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

（名） 

310 

(170)

292 

(175)

305 

(183)

294 

(177)

297 

(161)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第70期中、第71期中及び第70期は、潜在株

式が存在しないため、また、第69期中及び第69期は、1株当たり中間（当期）純損失であり、潜在株式も存

在しないため、記載しておりません。 

３．第69期中及び第69期の中間（当期）純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等

によるものであります。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 27,880 26,940 26,652 58,701 57,084 

経常利益（百万円） 127 138 173 159 217 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円） 
△524 97 139 △613 135 

資本金（百万円） 1,541 1,541 1,541 1,541 1,541 

発行済株式総数（株） 7,261,706 7,261,706 7,261,706 7,261,706 7,261,706 

純資産額（百万円） 11,870 13,744 14,212 12,211 14,559 

総資産額（百万円） 18,213 21,204 22,695 18,730 22,758 

１株当たり純資産額（円） 1,677.81 1,976.37 2,077.16 1,755.00 2,095.57 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）（円） 

△75.37 14.01 20.18 △90.42 19.51 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 13.00 13.00 

自己資本比率（％） 65.2 64.8 62.6 65.2 64.0 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 

(名) 

126 

(41)

121 

(42)

121 

(43)

121 

(42)

119 

(39)



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除く。）であり、臨時従業員数（契約社

員、嘱託社員及びパートタイマーを含む。）は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載しており

ます。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除く。）であり、臨時従業員数（契約社員、嘱託社員及び

パートタイマーを含む。）は( )内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、提出会社につき、横浜丸魚労働組合（６人）と港湾労働組合横浜丸魚分会（２人）の２つの

組合があります。 

 労使関係につき特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

水産物卸売事業 152（ 55）  

水産物販売事業 80（ 63）  

その他の事業 6（ －）  

全社（共通） 67（ 65）  

合計 305（183）  

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 121（43） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の成長の減速に伴う景気への影響が懸念

されるものの、企業収益の安定による雇用・所得環境の改善に支えられて、個人消費は緩やかに回復を続けており

ます。 

 当社グループの売上の基幹となる水産物卸売業におきましては、持ち直しつつある個人消費全般を押し上げる力

強さに欠け、食品に対する消費動向は、依然として本格的な回復に至らない状況に加え、消費環境の変化、市場外

流通の拡大により業界全体が厳しい経営環境となりました。 

 このような状況の下、当社グループは、水産物卸売事業、水産物販売事業を中心に安心・安全で良質な商品と心

に感じるサービスにより、お客様満足を追求すると共に、豊かな食生活に貢献すべく邁進してまいりましたが、食

品に対する個人消費の低迷と子会社の事業拡大を目的とした水産加工場及び物流業務等の初期投資の消化に想定以

上の費用を要したことから収益面に与える影響が大きく期初に予想した経常利益及び中間純利益を下回る状況とな

りました。 

 当中間連結会計期間の売上高は44,901百万円と前中間連結会計期間に比べ1,148百万円（前年同期比△2.5％）の

減収となり、子会社の新規事業の開始に伴う経費増加により営業損失は212百万円と前中間連結会計期間に比べ236

百万円（前年同期営業利益24百万円）、経常損失は9百万円と前中間連結会計期間に比べ223百万円（前年同期経常

利益214百万円）と共に減益となりました。当中間純利益は75百万円（前年同期比△55.0％）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

水産物卸売事業 

 当社グループの中核事業であります水産物卸売事業におきましては、食品の消費動向が回復に至らない状況に

加え市場間競争の激化が一段と厳しく苦戦が続き、業績は低調のまま推移しました。 

 この結果、水産物卸売業の売上高は36,550百万円と前中間連結会計期間に比べ629百万円（前年同期比△

1.7％）の減収となり、営業損失が83百万円と前中間連結会計期間に比べ62百万円（前年同期営業損失21百万

円）の減益となりました。 

水産物販売事業 

 当社グループにおける水産物販売事業におきましては、外食産業向けの新規事業の開始や既存店舗への積極的

な販売と新規店舗の開拓をしましたが、売上高は8,111百万円と前中間連結会計期間に比べ507百万円（同△

5.9％）の減収となり、新規事業の開始に伴う費用の増加により営業損失は161百万円と前中間連結会計期間に比

べ187百万円（前年同期営業利益26百万円）の減益となりました。 

その他の事業 

 水産物の運送、流通センター等の不動産賃貸事業におきましては、中核事業である水産物卸売事業の業績不振

により、物流部門である水産物運送事業の業績が低迷し、売上高は239百万円と前中間連結会計期間に比べ11百

万円（同△4.5％）の減収となりましたが、営業利益は減価償却費等の減少により31百万円と前中間連結会計期

間に比べ11百万円（同60.7％）の増益となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、営業活動により88百万円増加、投資活動により

202百万円増加、財務活動により147百万円減少しました。この結果、現金及び現金同等物の増加は143百万円とな

り、当中間期末残高は2,746百万円（前年同期比2.6％減）となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は88百万円（前中間連結会計期間使用資金306百万円）となりました。これは主

に、仕入債務の増加と売上債権の増加でありますが、相殺されることにより純粋な営業活動によるものは9百万

円の支出となり、利息及び配当金の受取額120百万円の寄与によるものとなります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は202百万円（前年同期比764.4％増）となりました。これは主に、有価証券の売

却収入182百万円及び投資有価証券の売却による収入107百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は147百万円（前年同期比82.2％増）となりました。これは主に、自己株式の取

得105百万円及び配当金の支払額90百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

該当事項はありません。 

(3）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売事業（百万円） 36,654 △2.4  

水産物販売事業（百万円） 5,419 △10.0  

その他の事業（百万円） 363 △5.3  

合計（百万円） 42,437 △3.4  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売事業（百万円） 36,550 △1.7 

水産物販売事業（百万円） 8,111 △5.9 

その他の事業（百万円） 239 △4.5 

合計（百万円） 44,901 △2.5 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注） 当社は、自己株式を419千株（所有株式数割合5.78％）保有していますが、上記の大株主からは除外しておりま

す。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 29,298,000 

計 29,298,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,261,706 7,261,706 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,261,706 7,261,706 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～

平成18年９月30日 
－ 7,261,706 － 1,541 － 376 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

マルハ株式会社 東京都千代田区大手町1-1-2 521 7.19 

株式会社極洋 東京都港区赤坂3-3-5 345 4.75 

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 337 4.65 

浜銀ファイナンス株式会社 横浜市西区みなとみらい3-1-1 327 4.51 

岡三ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋1-17-6 252 3.47 

常盤 信一 横浜市中区 247 3.40 

横浜丸魚社員持株会 横浜市神奈川区山内町１ 218 3.01 

横浜冷凍株式会社 横浜市神奈川区守屋町1-1-7 207 2.86 

大洋食品株式会社 横浜市中区太田町2-28 160 2.20 

株式会社ニチレイフレッシュ 東京都中央区築地6-19-20 153 2.11 

計 － 2,770 38.15 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  419,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,745,000 6,745 － 

単元未満株式 普通株式   97,706 － － 

発行済株式総数 7,261,706 － － 

総株主の議決権 － 6,745 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

横浜丸魚株式会社 
横浜市神奈川区山内

町１ 
419,000 － 419,000 5.77 

計 － 419,000 － 419,000 5.77 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,200 1,114 1,011 1,028 1,008 1,000 

最低（円） 1,072 950 930 960 965 961 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、ダイヤ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,826   2,753   2,609  

２．受取手形及び売掛金 ※２  5,741   6,871   6,208  

３．有価証券   130   18   180  

４．たな卸資産   2,002   2,081   2,009  

５．繰延税金資産   343   390   328  

６．その他   234   277   159  

貸倒引当金   △967   △1,035   △958  

流動資産合計   10,310 40.2  11,357 41.4  10,537 38.8 

           

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物  1,722   1,744   1,799   

(2）土地  788   788   788   

(3）その他  98 2,609 10.2 118 2,652 9.7 97 2,685 9.9 

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  0   21   24   

(2）その他  13 14 0.1 13 35 0.1 13 37 0.1 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  12,217   12,938   13,491   

(2）長期貸付金  60   27   46   

(3）破産債権・再生債権・更
生債権その他これらに準
ずる債権 

 426   372   373   

(4）繰延税金資産  257   273   241   

(5）その他  161   147   154   

貸倒引当金  △438 12,685 49.5 △390 13,368 48.8 △389 13,917 51.2 

固定資産合計   15,309 59.8  16,056 58.6  16,640 61.2 

資産合計   25,620 100.0  27,414 100.0  27,177 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   4,990   6,043   5,252  

２．短期借入金   322   134   63  

３．未払法人税等   21   11   23  

４．賞与引当金   113   109   113  

５．その他   354   422   343  

流動負債合計   5,802 22.6  6,722 24.5  5,796 21.3 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   58   155   170  

２．繰延税金負債   3,567   3,933   4,135  

３．退職給付引当金   783   787   777  

４．役員退職慰労引当金   265   280   285  

５．連結調整勘定   347   －   298  

６．負ののれん   －   248   －  

７．その他   151   149   157  

固定負債合計   5,175 20.2  5,554 20.3  5,825 21.4 

負債合計   10,977 42.8  12,277 44.8  11,621 42.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   410 1.6  － －  422 1.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,541 6.0  － －  1,541 5.7 

Ⅱ 資本剰余金   402 1.6  － －  402 1.5 

Ⅲ 利益剰余金   6,580 25.7  － －  6,703 24.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,860 22.9  － －  6,645 24.4 

Ⅴ 自己株式   △153 △0.6  － －  △160 △0.6 

資本合計   14,232 55.6  － －  15,132 55.7 

負債、少数株主持
分及び資本合計   25,620 100.0  － －  27,177 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

 １．資本金    － －  1,541 5.6  － － 

 ２．資本剰余金    － －  402 1.5  － － 

 ３．利益剰余金    － －  6,682 24.4  － － 

 ４．自己株式    － －  △266 △1.0  － － 

株主資本合計    － －  8,360 30.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

 １．その他有価証券評価差

額金 
  － －  6,355 23.2  － － 

評価・換算差額等合計   － －  6,355 23.2  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  420 1.5  － － 

純資産合計   － －  15,137 55.2  － － 

負債純資産合計   － －  27,414 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   46,050 100.0  44,901 100.0  96,795 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  43,465 94.4  42,365 94.4  91,428 94.5 

売上総利益   2,584 5.6  2,536 5.6  5,367 5.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２  2,560 5.5  2,748 6.1  5,207 5.4 

営業利益又は営
業損失（△）   24 0.1  △212 △0.5  159 0.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  4   4   10   

２．受取配当金  114   132   122   

３．有価証券売却益  －   2   －   

４．連結調整勘定償却
額  49   －   99   

５．負ののれん償却額  －   49   －   

６．その他  22 191 0.4 15 205 0.5 38 270 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  1   2   3   

２．その他  0 1 0.0 0 2 0.0 0 3 0.0 

経常利益又は経
常損失（△）   214 0.5  △9 △0.0  427 0.4 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※３ 7   －   7   

２．投資有価証券売却
益  3   0   3   

３．貸倒引当金戻入額  4   6   16   

４．厚生年金基金特別
掛金還付  26     －     26     

５．保険金受入額  － 42 0.1 1 7 0.0 － 54 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※４ 0   0   0   

２．投資有価証券売却
損  1   －   1   

３．投資有価証券評価
損  －   4   －   

４．投資有価証券消却
損  2   －   2   

５．貸倒引当金繰入額  1   1   2   

６．過年度時間外手当
等  36   －   36   

７．役員退職慰労金  －   2   －   

８．その他  5 47 0.1 － 8 0.0 6 48 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は税金等調整前中
間純損失（△） 

  208 0.5  △9 △0.0  432 0.4 

法人税、住民税及
び事業税  17   4   43   

法人税等調整額  19 36 0.1 △94 △89 △0.2 80 124 0.1 

少数株主利益   4 0.0  4 0.0  18 0.0 

中間（当期）純利
益   167 0.4  75 0.2  290 0.3 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

 中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   402  402 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  402  402 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   6,529  6,529 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  167 167 290 290 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  90  90  

２．役員賞与  25  25  

（うち監査役賞与）  (2) 115 (2) 115 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,580  6,703 

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 

残高 

（百万円） 

1,541 402 6,703 △160 8,487 6,645 6,645 422 15,555 

中間連結会計期間中

の変動額 
         

剰余金の配当

（注） 
    △90   △90       △90 

役員賞与（注）     △5   △5       △5 

中間純利益     75   75       75 

自己株式の取得       △105 △105       △105 

株主資本以外の項

目の中間連結会計

期間中の変動額

（純額） 

          △290 △290 △2 △292 

中間連結会計期間中の

変動額合計 

（百万円） 

－ － △20 △105 △126 △290 △290 △2 △418 

平成18年９月30日 

残高 

（百万円） 

1,541 402 6,682 △266 8,360 6,355 6,355 420 15,137 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー     

１．税金等調整前中間（当期）
純利益又は税金等調整前中
間純損失（△） 

 208 △9 432 

２．減価償却費  73 82 150 

３．連結調整勘定償却額  △49 － △99 

  
４．負ののれん償却額  － △49 － 

５．貸倒引当金の増加額（又は
減少額(△)）  20 77 △37 

６．賞与引当金の減少額  △6 △4 △7 

７．退職給付引当金の増加額
（又は減少額(△)）  △14 9 △20 

８．役員退職慰労引当金の増加
額（又は減少額(△)）  △16 △5 2 

９．受取利息及び受取配当金  △119 △137 △132 

10．支払利息  1 2 3 

11．有価証券売却益  － △2 － 

12．有形固定資産売却益  △7 － △7 

13．有形固定資産除却損  0 0 0 

14．投資有価証券売却益  △3 △0 △3 

15．投資有価証券売却損  1 － 1 

16．投資有価証券評価損  － 4 － 

17．投資有価証券消却損  2 － 2 

18．売上債権の減少額（又は増
加額(△)）  12 △661 △399 

19．たな卸資産の増加額  △478 △72 △485 

20．仕入債務の増加額  30 791 292 

21．未払消費税等の増加額（又
は減少額(△)）  △2 18 0 

22．その他の流動資産減少額
（又は増加額（△））  △43 △103 30 

23．その他の流動負債増加額  34 65 20 

24．預り保証金の増加額（又は
減少額（△））  △3 △8 2 

25．役員賞与の支払額  △25 △6 △25 

小計  △387 △9 △280 

26．利息及び配当金の受取額  105 120 118 

27．利息の支払額  △1 △2 △3 

28．法人税等の支払額  △22 △21 △46 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー  △306 88 △211 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー     

１．定期預金の預入による支出  △0 － △0 

２．有価証券の売却による収入  32 182 32 

３．有形固定資産の取得による
支出  △177 △44 △326 

４．有形固定資産の売却による
収入  170 － 170 

５．投資有価証券の取得による
支出  △125 △64 △128 

６．投資有価証券の売却による
収入  145 107 145 

７．貸付による支出  △4 △2 △12 

８．貸付金の回収による収入  6 21 28 

９．その他の投資の取得による
支出  △27 △0 △59 

10．その他の投資の回収による
収入  5 4 17 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー  23 202 △133 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー     

１．短期借入金の借入による収
入  60 100 202 

２．短期借入金の返済による支
出  － △2 △462 

３．長期借入金の借入による収
入  － － 387 

４．長期借入金の返済による支
出  △39 △40 △254 

５．自己株式の取得による支出  △3 △105 △10 

６．配当金の支払額  △89 △90 △90 

７．少数株主への配当金の支払
額  △8 △7 △8 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー  △80 △147 △234 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
（又は減少額（△））  △364 143 △580 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高  3,183 2,602 3,183 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 2,819 2,746 2,602 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数     ７社 

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数     ７社 

連結子会社の数     ７社 

主要な連結子会社の名称 

 連結子会社の名称 

川崎丸魚㈱ 

㈱ハンスイ 

㈱トウメイフーズ 

館山丸魚㈱ 

㈱横浜冷食 

㈱太洋水産 

㈱横浜魚市場運送 

連結子会社の名称 

川崎丸魚㈱ 

㈱ハンスイ 

㈱トウメイフーズ 

館山丸魚㈱ 

㈱横浜冷食 

㈱太洋水産 

㈱横浜魚市場運送 

「第１ 企業の概況 ４．関係会

社の状況」に記載しているため、

省略いたしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がな

いため、該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 

 連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定して

おります。） 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定し

ております。） 

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 なお、有価証券のうち「取

得原価」と「債券金額」との

差額の性格が金利の調整と認

められるものについては、先

入先出法による償却原価法

（定額法）により原価を算定

しております。 

同左 同左 

 ②たな卸資産 

商品 

 主として個別法による低価法

によっております。 

②たな卸資産 

商品 

同左 

②たな卸資産 

商品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

によっております。 

同左 同左 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

同左 同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、その回収不能見込額

を計上しております。 
同左 同左 

 ａ一般債権 

 貸倒実績率法によっておりま

す。 

  

 ｂ貸倒懸念債権及び破産・再生・

更生債権 

 財務内容評価法によっており

ます。 

  

 ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  従業員に対する賞与支給に備

えて、支給見込額に基づき当中

間連結会計期間に見合う分を計

上しております。 

同左 

 従業員に対する賞与支給に備

えて、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上し

ております。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

③退職給付引当金 

 同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 ④役員退職慰労引当金 

 中間連結財務諸表提出会社及

び連結子会社２社は、役員退職

慰労金の支出に備えるため、役

員退職慰労金内規に基づく期末

要支給額のうち、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。その他の連結子会社５社

では、役員については計上して

おりません。 

④役員退職慰労引当金 

同左  

④役員退職慰労引当金 

 連結財務諸表提出会社及び連

結子会社２社は、役員退職慰労

金の支出に備えて、役員退職慰

労金内規に基づく期末要支給額

相当額を計上しております。そ

の他の連結子会社５社では、役

員については計上しておりませ

ん。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 (5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 ①消費税等の会計処理方法 ①消費税等の会計処理方法 ①消費税等の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によってお

ります。 
同左 同左 

 ②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しており

ます。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヵ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は14,716百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。  

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── 
（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負のの

れん」と表示しております。  

────── 
（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」と表示しております。  

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」と表示しております。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

2,403百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

2,550百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

     2,474百万円 

※２．    ――――――― 

  

※２．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

※２．    ――――――― 

  

 受取手形 1百万円  

３．債務保証 

  連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っております。 

３．債務保証 

  連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っております。 

３．債務保証 

  連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり債務保証を

行っております。 

川崎市場信用㈱ 200百万円 川崎市場信用㈱ 200百万円 川崎市場信用㈱    200百万円

４．    ――――――― ４．当社及び連結子会社６社においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当中間連結会計

期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

４．当社及び連結子会社６社においては、

運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 当座貸越極度額 2,410百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 2,410百万円

当座貸越極度額 2,410百万円

借入実行残高 2 〃 

差引額 2,407百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．売上原価のうち減価償却費は次のとお

りであります。 

※１．売上原価のうち減価償却費は次のとお

りであります。 

※１．売上原価のうち減価償却費は次のとお

りであります。 

減価償却費 31百万円 減価償却費 29百万円 減価償却費 64百万円

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

出荷・完納奨励

金 
155百万円 

運送・保管料 287百万円 

役員報酬・給与

手当 
1,002百万円 

賞与引当金繰入

額 
111百万円 

退職給付引当金

繰入額 
34百万円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
19百万円 

貸倒引当金繰入

額 
23百万円 

減価償却費 41百万円 

出荷・完納奨励

金 
152百万円 

運送・保管料 387百万円 

役員報酬・給与

手当 
1,000百万円 

賞与引当金繰入

額 
107百万円 

退職給付引当金

繰入額 
36百万円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
19百万円 

貸倒引当金繰入

額 
83百万円 

減価償却費 49百万円 

出荷・完納奨励

金 
321百万円 

運送・保管料 601百万円 

役員報酬・給与

手当 
2,107百万円 

賞与引当金繰入

額 
111百万円 

退職給付引当金

繰入額 
68百万円 

役員退職慰労引

当金繰入額 
38百万円 

貸倒引当金繰入

額 
25百万円 

減価償却費 85百万円 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加105,679株は、自己株式の取得105,000株及び単元未満株式の買取り679株によ

る増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

  (1）配当金支払額 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．    ――――――― ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

土地及び建物等 7百万円  土地及び建物等  7百万円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 0百万円

  
  

その他（車両運搬具） 0百万円

その他（工具器具及び備品） 0百万円

計 0百万円

  

建物及び構築物 0百万円

その他（車両運搬具） 0百万円

その他（工具器具及び備品） 0百万円

計 0百万円

 
前連結会計年度末株式数

（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末株

式数（株） 

発行済株式     

普通株式 7,261,706 － － 7,261,706 

合計 7,261,706 － － 7,261,706 

自己株式     

普通株式 313,859 105,679 － 419,538 

合計 313,859 105,679 － 419,538 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 90 13 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,826百万円 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△7百万円 

現金及び現金同等物 2,819百万円 

現金及び預金勘定 2,753百万円 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△7百万円 

現金及び現金同等物 2,746百万円 

現金及び預金勘定     2,609百万円 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△7百万円 

現金及び現金同等物     2,602百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

（有形固定資産）その他 （有形固定資産）その他 （有形固定資産）その他 

 

車輌及び

運搬具 

(百万円) 

工具器具

及び備品

(百万円) 

合計 

(百万円) 

取得価額相

当額 
130 246 377 

減価償却累

計額相当額 
75 108 184 

中間期末残

高相当額 
55 137 193 

 

機械及び

装置 

(百万円)

車輌及び

運搬具 

(百万円)

工具器具

及び備品

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
61 112 395 569 

減価償却

累計額相

当額 

3 60 184 248 

中間期末

残高相当

額 

58 51 210 320 

 

機械及び

装置 

(百万円)

車輌及び

運搬具 

(百万円)

工具器具

及び備品

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
30 134 325 490 

減価償却

累計額相

当額 

0 85 154 241 

期末残高

相当額 
30 48 171 249 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しております。 

同左 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年以内 69 

１年超 123 

合計 193 

 （百万円）

１年以内 95 

１年超 225 

合計 320 

 （百万円）

１年以内 85 

１年超 164 

合計 249 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、有形固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残高の割合が

低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

同左 

 なお、未経過リースの期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 （百万円）

支払リース料 37 

減価償却費相当額 37 

 （百万円）

支払リース料 50 

減価償却費相当額 50 

 （百万円）

支払リース料 82 

減価償却費相当額 82 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．     ――――――― 

（借主側） （借主側）   

未経過リース料 未経過リース料   

 （百万円）

１年以内 1 

１年超 － 

合計 1 

 （百万円）

１年以内 2 

１年超 4 

合計 7 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について４百万円減損処理を行っております。

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落したほか、回復

可能性等を考慮して減損処理を行っております。  

２．時価のない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,533 11,410 9,876 

(2）債券    

①国債・地方債等 269 270 0 

②その他 － － － 

(3）その他 107 107 △0 

合計 1,911 11,788 9,876 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 559 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,700 12,412 10,712 

(2）債券    

①国債・地方債等 139 139 △0 

②その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,840 12,552 10,712 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 404 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,534 12,736 11,201 

(2）債券    

①国債・地方債等 269 268 △1 

②その他 － － － 

(3）その他 107 107 △0 

合計 1,912 13,112 11,200 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 559 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の事業内容 

(1）水産物卸売事業……中央卸売市場における販売事業 

(2）水産物販売事業……中央卸売市場以外における販売事業 

(3）その他の事業………商品販売以外の事業 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用は全て各セグメントに配

賦しております。 

 
水産物卸売
事業 
（百万円） 

水産物販売
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 37,179 8,619 250 46,050 － 46,050 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,105 384 180 2,670 (2,670) － 

計 39,285 9,004 430 48,720 (2,670) 46,050 

営業費用 39,306 8,978 410 48,695 (2,670) 46,025 

営業利益又は営業損失（△） △21 26 19 24 (0) 24 

 
水産物卸売
事業 
（百万円） 

水産物販売
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 36,550 8,111 239 44,901 － 44,901 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,009 124 185 2,319 (2,319) － 

計 38,559 8,236 424 47,220 (2,319) 44,901 

営業費用 38,643 8,397 392 47,434 (2,320) 45,113 

営業利益又は営業損失（△） △83 △161 31 △213 1 △212 

 
水産物卸売
事業 
（百万円） 

水産物販売
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 78,312 17,977 505 96,795 － 96,795 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
4,098 366 370 4,835 (4,835) － 

計 82,411 18,343 876 101,631 (4,835) 96,795 

営業費用 82,350 18,297 825 101,473 (4,837) 96,635 

営業利益 60 46 51 157 1 159 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在しないため、所在地別セグメント情報は記載しておりませ

ん。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

当社グループは、海外売上高がないため、記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注）  １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,046.52円

１株当たり中間純利益金額 24.06円

１株当たり純資産額 2,150.83円

１株当たり中間純利益金額 10.87円

１株当たり純資産額 2,178.08円

１株当たり当期純利益金額 40.90円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 167 75 290 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 5 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (5) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 167 75 284 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,956,967 6,928,751 6,954,048 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,767   1,891   1,679   

２．受取手形 ※２ 297   297   357   

３．売掛金  3,178   3,795   3,411   

４．有価証券  100   －   100   

５．たな卸資産  1,304   1,408   1,401   

６．繰延税金資産  242   237   239   

７．その他 ※３ 133   157   89   

貸倒引当金  △640   △664   △640   

流動資産合計   6,383 30.1  7,124 31.4  6,639 29.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

（1）建物  1,120   1,050   1,079   

（2）土地  700   700   700   

（3）その他  66   88   61   

計  1,887   1,839   1,841   

２．無形固定資産  4   25   28   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券  12,646   13,381   13,970   

（2）その他  505   543   499   

貸倒引当金  △222   △219   △220   

計  12,928   13,705   14,249   

固定資産合計   14,820 69.9  15,570 68.6  16,119 70.8 

資産合計   21,204 100.0  22,695 100.0  22,758 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．受託販売未払金  235   457   191   

２．買掛金  2,479   2,986   2,802   

３．短期借入金  100   －   －   

４．未払法人税等  6   7   9   

５．賞与引当金  58   56   59   

６．その他 ※３ 224   241   205   

流動負債合計   3,105 14.7  3,749 16.5  3,268 14.4 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  3,564   3,930   4,132   

２．退職給付引当金  531   534   532   

３．役員退職慰労引当金  183   198   193   

４．その他  75   70   72   

固定負債合計   4,354 20.5  4,733 20.9  4,930 21.6 

負債合計   7,459 35.2  8,482 37.4  8,198 36.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,541 7.3  － －  1,541 6.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  376   －   376   

２．その他資本剰余金  25   －   25   

資本剰余金合計   402 1.9  － －  402 1.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  385   －   385   

２．任意積立金  5,530   －   5,197   

３．中間（当期）未処分利益  185   －   556   

利益剰余金合計   6,101 28.8  － －  6,139 27.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,852 27.5  － －  6,636 29.1 

Ⅴ 自己株式   △153 △0.7  － －  △160 △0.7 

資本合計   13,744 64.8  － －  14,559 64.0 

負債資本合計   21,204 100.0  － －  22,758 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  1,541 6.8  － － 

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   376   －   

(2）その他資本剰余金   －   25   －   

資本剰余金合計    － －  402 1.8  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   385   －   

(2）その他利益剰余金               

圧縮記帳積立金   －   248   －   

事業拡張積立金   －   100   －   

事業再編積立金   －   50   －   

施設整備積立金   －   340   －   

ＩＴシステム構築積立
金 

  －   127   －   

別途積立金   －   4,632   －   

繰越利益剰余金   －   306   －   

利益剰余金合計    － －  6,189 27.3  － － 

４．自己株式    － －  △266 △1.2  － － 

株主資本合計    － －  7,867 34.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評価差額
金 

   － －  6,344 27.9  － － 

評価・換算差額等合計    － －  6,344 27.9  － － 

純資産合計    － －  14,212 62.6  － － 

負債純資産合計    － －  22,695 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   26,940 100.0  26,652 100.0  57,084 100.0 

Ⅱ 売上原価   25,698 95.4  25,383 95.2  54,465 95.4 

売上総利益   1,241 4.6  1,268 4.8  2,618 4.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,251 4.7  1,265 4.8  2,564 4.5 

営業利益又は営業損失
（△）   △9 △0.1  3 0.0  54 0.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  147 0.6  169 0.6  164 0.3 

Ⅴ 営業外費用   0 0.0  0 0.0  0 0.0 

経常利益   138 0.5  173 0.6  217 0.4 

Ⅵ 特別利益   18 0.1  0 0.0  19 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※２  51 0.2  4 0.0  49 0.1 

税引前中間（当期）純利
益   105 0.4  169 0.6  187 0.3 

法人税、住民税及び事業
税  △14   28   △4   

法人税等調整額  22 8 0.0 1 29 0.1 56 52 0.1 

中間（当期）純利益   97 0.4  139 0.5  135 0.2 

前期繰越利益   87   －   87  

事業拡張積立金取崩額   －   －   220  

施設整備積立金取崩額   －   －   40  

ＩＴシステム構築積立金
取崩額   －   －   73  

中間（当期）未処分利益   185   －   556  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・
換算 
差額等

純資産
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他
有価証
券評価
差額金

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 利益 
剰余金
合計 圧縮 

記帳 
積立金

事業 
拡張 
積立金

事業 
再編 
積立金

施設 
整備 
積立金

ＩＴシ
ステム
構築 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金

平成18年３月31日 

残高 

（百万円）

1,541 376 25 402 385 248 100 50 40 127 4,632 556 6,139 △160 7,923 6,636 14,559

中間会計期間中の

変動額 
                 

施設整備積立金

の積立（注） 
             300   △300 －   －  －

圧縮記帳積立金

の取崩（注） 
          △0      0 －   －  －

剰余金の配当

（注） 
                △90 △90   △90  △90

中間純利益                 139 139   139  139

自己株式の取得                   △105 △105  △105

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額） 

                      △291 △291

中間会計期間中の

変動額合計 

（百万円）

－ － － － － △0 － － 300 － － △249 49 △105 △56 △291 △347

平成18年９月30日 

残高 

（百万円）

1,541 376 25 402 385 248 100 50 340 127 4,632 306 6,189 △266 7,867 6,344 14,212



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

 子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

 子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、有価証券のうち

「取得原価」と「債券金

額」との差額の性格が金利

の調整と認められるものに

ついては、先入先出法によ

る償却原価法（定額法）に

より原価を算定しておりま

す。 

同左 同左 

 (2）たな卸資産 

 個別法による低価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物

附属設備は除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、ソフトウェア

（自社利用分）について

は、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、その回収不能見込額

を計上しております。 
同左 同左 

 ａ一般債権 

 貸倒実績率法によっておりま

す。 

  

 ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 財務内容評価法によっており

ます。 

  

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対する賞与支給に備

えて、支給見込額に基づき当中

間会計期間に見合う分を計上し

ております。 

同左 

 従業員に対する賞与支給に備

えて、支給見込額に基づき当期

に見合う分を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

同左 

 従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額のうち、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

同左 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額相当額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本と

なる重要事項 

(1）消費税等の会計処理について (1）消費税等の会計処理について (1）消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 
同左 同左 

 (2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しており

ます。 

(2）連結納税制度の適用 

同左 

(2）連結納税制度の適用 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は14,212百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加105,679株は、自己株式の取得105,000株及び単元未満株式の買取り679株に

よる増加であります。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

2,053百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

2,145百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

2,099百万円 

※２．   ────── ※２．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間会計期間末

日残高に含まれております。 

 受取手形          0百万円 

※２．   ────── 

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３．   ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含め表示しており

ます。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含め表示しており

ます。 

 

４．    ――――――― ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当座貸越極度額 1,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 1,000百万円

当座貸越極度額 1,000百万円

借入実行残高 － 〃 

差引額 1,000百万円

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 1百万円

受取配当金 136百万円

受取利息 1百万円

受取配当金 160百万円

受取利息  2百万円

受取配当金   144百万円

※２．特別損失の主要項目 ※２．特別損失の主要項目 ※２．特別損失の主要項目 

土地及び建物等売却

損 
11百万円

過年度時間外手当等 36百万円

投資有価証券評価損   4百万円 土地及び建物等売却

損 
11百万円

過年度時間外手当等 36百万円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 43百万円

無形固定資産 0百万円

計 43百万円

有形固定資産 46百万円

無形固定資産 2百万円

計 48百万円

有形固定資産 90百万円

無形固定資産 0百万円

計 91百万円

 
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式数

（株） 

普通株式（注） 313,859 105,679 － 419,538 

合計 313,859 105,679 － 419,538 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

（有形固定資産）その他 （有形固定資産）その他 （有形固定資産）その他 

  
工具器具及び備品

(百万円)

取得価額相当額 97 

減価償却累計額相当額 69 

中間期末残高相当額 28 

  
工具器具及び備品

(百万円)

取得価額相当額 208 

減価償却累計額相当額 119 

中間期末残高相当額 89 

  
工具器具及び備品

(百万円)

取得価額相当額 176 

減価償却累計額相当額 99 

期末残高相当額 77 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過リース料中

間期末残高の割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。 

同左 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年以内 19 

１年超 8 

合計 28 

 （百万円）

１年以内 30 

１年超 59 

合計 89 

 （百万円）

１年以内 33 

１年超 43 

合計 77 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残高の割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定し

ております。 

同左 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、

有形固定資産の期末残高等に占める未経過

リース料期末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 （百万円）

支払リース料 9 

減価償却費相当額 9 

 （百万円）

支払リース料 19 

減価償却費相当額 19 

 （百万円）

支払リース料 31 

減価償却費相当額 31 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．     ――――――― 

（借主側） （借主側）   

未経過リース料  

 （百万円）

１年以内 1 

１年超 － 

合計 1 

未経過リース料  

 （百万円）

１年以内 2 

１年超 4 

合計 7 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注）  １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,976.37円

１株当たり中間純利益金額 14.01円

１株当たり純資産額 2,077.16円

１株当たり中間純利益金額 20.18円

１株当たり純資産額 2,095.57円

１株当たり当期純利益金額 19.51円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 97 139 135 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 97 139 135 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,956,967 6,928,751 6,954,048 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第70期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

２ 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月29日）平成18年７月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月４日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月３日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月２日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月４日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日  

横浜丸魚株式会社    

 取締役会 御中  

 ダイヤ監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伏木 良雄  印 

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伊藤 威男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

横浜丸魚株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、横浜丸魚株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日  

横浜丸魚株式会社    

 取締役会 御中  

 ダイヤ監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伏木 良雄  印 

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伊藤 威男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

横浜丸魚株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、横浜丸魚株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日  

横浜丸魚株式会社    

 取締役会 御中  

 ダイヤ監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伏木 良雄  印 

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伊藤 威男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

横浜丸魚株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横浜丸魚株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日  

横浜丸魚株式会社    

 取締役会 御中  

 ダイヤ監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伏木 良雄  印 

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 伊藤 威男  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

横浜丸魚株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、横浜丸魚株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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